
務

画 9.9 10.1
実績

所

9.7
達成率

、くらし安全

事業

課

費内訳 （単位：千円）

、

令和 4年度 令和 5

地

年度 令和 6年度 令和

域

 7年度 令和 8年度

福

令和 9年度

事業費 計

祉

画 0

課

2,030,153

、

2,996,325 2

農

,363,368 2,

政

634,809
実績 0

課

0

、

財
源
内
訳

国庫 計画 0

都

145,8

市

88 384,432 3

整

77,393 429,

備

012
支出金 実績 0

課

0
県 計画 0

、

92,

下

339 150,392

水

25,024 15,7

道

20
支出金 実績 0

課

0

地方債 計

施

画 0 6

策

65,300 1,12

が

6,400 710,0

市

01 782,200
実

民

績 0 0

・

その他 計画 0

事

791,769

業

232,508 170

者

,256 166,27

/

4
実績 0

社

0
一般 計画 0

会

334,85

基

7 1,102,593

盤

1,080,694 1

の

,241,603
財源

充

実績 0

実

0

人件費 計画 0

に

186,277

よ

318,022 318

り

,022 318,02

安

2
実績 0

心

0
トータル 計画 0

し

2,

て

216,430 3,3

生

14,347 2,68

活

1,390 2,952

や

,831
コスト 実績 0

経

0

済活

令

動ができる
目指す姿

方

和

針
・防災インフラにつ

 

いては、引続き計画的

7

な整備を進めていくと

年

ともに、国・県への積

度

極的な要望
活動により

施

着実な整備推進を図る

策

。
・流域治水について

方

は、「水災害対策プラ

針

ン」に基づき、県や近

書

隣市と連携を図り、準

政

用河川の護
岸嵩上げや

　

雨水流出抑制施設の整

策

備など、ハード対策に

0

取り組む。
・幹線道路

5

の整備については、県

安

と連携し国道150号

全

バイパスと小川島田幹

安

線の整備促進を図り、

心

令和 7年度 市道につ

で

いては、通学路の交通

快

安全施設の整備などを

適

進めていくとともに、

に

効率的・効果的な維持

暮

管理を図るため、AI

ら

により分析した点検デ

せ

ータの活用について調

る

査・研究に取り組む。

ま

・自主運行バスは、大

ち

井川焼津線の運行内容

づ

の見直しを検討し、大

く

井川地区の再編継続と

り

改善を図
る。また、自

施

動運転など次世代交通

　

システムの導入におけ

策

る研究に取り組む。デ

0

マンドタクシーは
、公

2

共交通空白地域におけ

暮

る運行を地域と連携し

ら

検討するとともに、積

し

極的な周知活動等によ

を

り利
用拡大と利便性の

守

向上を図る。

り支える社会基盤の充実
主

指標
成果 災害への備

管

えに満足している人の

課

割合 単位 ％
指標名① 達

道

成率区分 増加目標
令和

路

02年度 令和 4年度

課

令和 5年度 令和 6

関

年度 令和 7年度
目標

連

値 計画 36.7 36.

課

7 36.7 36.7
実

道

績 36.6 35.9 3

路

4.6
達成率 97.8

課

2% 94.28%
成果

、

交通の便に満足してい

土

る人の割合 単位 ％
指標

木

名② 達成率区分 増加目

管

標
令和02年度 令和 

理

4年度 令和 5年度 令

課

和 6年度 令和 7年

、

度
目標値 計画 39.7

河

39.7 39.7 39

川

.7
実績 39.6 39

課

.1 39.4
達成率 9

、

8.49% 99.24

大

%
成果 (追加指標)公

井

共交通（バス）の年間

川

利用回数 単位 回／人
指

港

標名③ 達成率区分 増加

管

目標
令和 4年度 令和

理

 5年度 令和 6年度

事

令和 7年度
目標値 計

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0



 

胸

に確保するため、即効

壁

施策の 性の高い対策を

工

検討し、効果的かつ継

事

続的に取組んでいく必

を

要がある。
課題 ・道路

進

施設は、予防保全型管

め

理により長寿命化を図

、

るため、AIにより分

防

析した点検データの活

災

用に
ついて調査・研究

5

基

を行い、効率的・効果

盤

的な管理を進める必要

の

がある。
・公共交通は

安

、自主運行バスとデマ

全

ンドタクシーの利用促

性

進を図るとともに、公

を

共交通網の再編に
取組

高

む必要がある。また、

め

自動運転など次世代交

た

通システムの導入にお

年

。

ける研究の深度化を図

・

る。

• 自主運行バスと

市

路線バスの便数が少な

民

いため、利用状況に応

等

じて経路変更やダイヤ

が

改正等を行い
利便性の

水

向上を図ってほしい。

害

• 高齢化により免許返

発

納する人が増えるため

生

、移動手段が不足する

度

時

地域を無くし、将来を

に

見据えた
公共交通網の

適

再編を検討していく必

切

要がある。
• 公共交通

な

の充実を図るために自

避

動運転や、公共交通の

難

効率的な利用のためM

行

aaS（マース：Mo

動

bili
ty as 

が

a Service）

評

と

の活用等による、交通

れ

手段の維持・確保が必

る

要である。
• 夜駅前に

よ

タクシーが少ないこと

う

から、ライドシェアの

、

活用についても検討し

小

ていく必要がある。
 

中

 

市民意見

学校

価

等への出前講座を実施

兼

し、防災意
識の普及啓

事

発に努めた。
・流域治

中

水は、県と近隣市で連

（

携を図り、流域全体で

 

取組む治水対策を盛り

令

込んだ「流域治水プロ

和

ジェクト」を策定する

 

とともに、準用河川の

6

護岸嵩上げ工事や公共

年

施設を活用した雨水貯

度

留施設の
設計を実施し

）

た。また、各家庭でで

評

きる雨水流出抑制対策

価

として、各戸貯留の補

・

助金制度を創設し
た。

防

施策の ・「大井川・駿

災

河防災支援センター」

イ

が開設されたことによ

ン

り、防災対策事業の着

フ

実な推進、災害
振り返

ラ

り 時における迅速な応

に

急復旧活動など、国と

お

の連携や地域支援の強

け

化が図られた。
・幹線

る

道路は、国への要望活

津

動により150号BP

波

が国の補助事業による

対

重点化に位置付けされ

策

た。市
道は国の補助事

で

業を活用し計画地の移

は

転補償を進め事業用地

、

を取得した。
・通学路

海

は、通学路等交通安全

岸

プログラムに基づき、

防

関係機関と連携し交通

潮

安全施設の計画的な整

堤

備を進めた。
・道路の

「

維持管理は、道路情報

潮

提供ページの運用によ

風

り迅速化を図った。
・

グ

自主運行バスの利用促

リ

進の取組みとして、ツ

ー

アー企画「地域再発見

ン

の旅」を開催するとと

ウ

もに、
市公式LINE

ォ

からバス時刻表などの

ー

交通情報が簡単に検索

ク

できるよう改善を図っ

」

た。
・大井川地区では

に

、大井川焼津線の経路

つ

変更とダイヤ改正と併

い

せ、バス停の新設によ

て

り利便性の向
上を図っ

、

た。
・市民の生命や財

利

産、地域経済を守る防

右

災インフラの整備を安

衛

定的、計画的に進めて

門

いく必要があ
る。
・流

海

域治水を進展させるた

岸

め、「水災害対策プラ

の

ン」に基づき、短期の

粘

具体的な治水対策に位

り

置付
けされた河川改修

強

や雨水流出抑制施設の

令

い

整備を計画的に進める

化

必要がある。
・市民等

工

が、水害及び土砂災害

事

に対し、より迅速に避

や

難行動がとれるよう、

堤

河川水位や降雨量など

防

の情報を発信するため

背

に、水防監視システム

後

を拡充し、水防体制の

盛

強化を図る必要がある

和

土

。
・幹線道路の整備に

工

ついては、県と連携を

事

図り、県事業の整備促

の

進と市事業を計画的・

ほ

効果的に進
め、交通ネ

か

ットワークを整備する

、

必要がある。
・通学路

港

の交通安全対策は、関

内

係機関と連携を図り、

の

地域の交通安全を早期


